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序     文 

 

 中華人民共和国では経済発展に伴い、河川、湖沼、内湾の水質悪化が進行しており、対応策が急務

となっている。特に太湖（江蘇省：南京の南西約 200km）は、周辺地域住民約 3,800 万人の貴重な水

供給源であり、また年間数百万人の観光客を呼ぶ貴重な観光資源でもあるが、周辺に点在する集落や

ホテルの生活排水が十分処理されないまま流入しているため、この 10 年間で汚染濃度が約 2倍に上昇

するなど、水質の悪化が深刻化している。 

 中華人民共和国政府はこのような現状から、国家 5 か年計画の重要課題として集中的に太湖の水質

改善を進めることとし、この分野の先進的な技術と知見をもつ我が国に、技術協力を要請してきた。 

 これを受けて国際協力事業団（当時）は、1999 年 8 月以降、基礎調査並びに 2次にわたる短期調査

を重ね、2001 年 5 月 15 日より 5 年間にわたる技術協力を開始した。 

 途中、SARS 等によりプロジェクト活動に支障が生じたが、協力開始から 3 年が経過しているなか、

プロジェクト活動の進捗状況と成果を中華人民共和国側と共同で確認するとともに、今後の協力方針

を協議する目的で、独立行政法人 国際協力機構 地球環境部 技術審議役 堀正彦を団長とする運営指

導調査団（中間評価）を 2004 年 11 月 28 日から 12 月 9 日まで派遣した。 

 本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施にあたっ

て、関係方面に広く活用されることを願うものである。 

 ここに調査団の各位をはじめ、調査にご協力頂いた、外務省、国土交通省、環境省、独立行政法人

国立環境研究所、在中華人民共和国日本国大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表すると

ともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。 

 

 

 平成 17 年 1 月 

 

 独立行政法人 国際協力機構 

  地球環境部 部長  山口 公章 
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中間評価概要表 
 

Ⅰ．案件の概要 
国名：中華人民共和国 

案件名：中華人民共和国太湖水環境修復モデルプロジェクト 

(Water Environment Restoration Pilot Project in Taihu Lake, the People’s Republic of China)

分野：環境 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力期間(R/D)： 

2001 年 5 月 15 日～2006 年 5 月 14 日 

先方責任機関：国家環境保護総局 

実施機関：中国環境科学研究院 

江蘇省太湖プロジェクト推進室 

プロジェクトサイト：江蘇省無錫市環境保護局、江蘇省環境保護庁（南京市）、中国環境科学研究院

（北京市） 

(1) 協力の背景と概要 

 中華人民共和国（以下、中国）においては経済発展に伴い河川、湖沼、内湾の水質悪化が進行

しており、対策の推進が急務となっている。特に太湖（江蘇省南京の南西約 200km）は、周辺地

域住民約 3,300 万人にとって貴重な水供給源であり、また年間数百万人の観光客を有する貴重な

観光資源でもあるが、周辺に点在する集落・ホテルからの生活系排水が十分処理されないまま流

入しているため、この 10 年間で汚染濃度が約 2倍に上昇するなど水質の悪化が深刻化している。

こうした生活系排水を処理するためには、中小規模集落に適した高度処理浄化槽を集落ごとに設

置するとともに、水生植物の自然浄化能力を強化した生態工学浄化技術を併用することが有効で

あるが、中国においてはこのいずれについても手法が確立していない。中国政府はこのような現

状にかんがみ、国家 5か年計画において太湖の水質改善を重要課題とする一方、2000 年 2 月の日

中韓三環境大臣会合においても具体的な対策の必要性を訴えるなど、危機意識を強めている。そ

こで、太湖をモデルとして分散した発生源からの生活系排水対策を研究開発するために、この分

野において先進的な技術と知見を有する我が国に対して、中国政府から技術協力の要請がなされ

たものである。 

 

(2) 調査団派遣状況 

 中華人民共和国太湖水環境修復モデルプロジェクト（以下プロジェクト）は、2001 年 3 月 16

日に独立行政法人国際協力機構（当時は国際協力事業団）と中華人民共和国政府関係当局で調印

された討議議事録（R/D）に基づき、2001 年 5 月 15 日から 5 年間の計画で実施されている。 

 プロジェクトが開始されてから 3 年半が経過していることから、JICA 事業評価ガイドラインに

より計画達成度（投入実績、活動状況、成果達成状況、プロジェクト目標達成の見込み）を把握

し、日本側の調査団と中国側からの評価メンバーと合同で評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性）の観点から分析、評価を行うとともに、評価結果に基づいて残された

プロジェクト期間の運営について指導・提言を行うことを目的として、運営指導（中間評価）調

査団を派遣した。 

 

(3) 協力内容 

 ○上位目標： 

  開発された湖沼水環境修復技術が適用されることにより太湖への窒素、リンの流入負荷が削

減される。 



 ○プロジェクト目標： 

 太湖流域の分散発生源からの生活排水処理のために、対象地域の自然・社会・経済状況に適合

しかつ活用・普及可能な対策技術が研究開発され、対象地域の社会に認知される。 

 ○成果： 

  ① 分散型生活系排水のために高度処理浄化槽の実用化技術が開発される。 

  ② 分散型生活系排水に有効な生態工学浄化技術の活用に向けた情報が整理される。 

  ③ アオコ発生・抑制のメカニズム把握に資する実験で研究成果が得られる。 

  ④ 開発された有効な実用技術が対象社会のなかに認知され、普及条件が満足される。 

(4) 他の協力事業との関連性 

 日中農業技術研究開発センター機材整備計画（無償資金協力。2000/12/21）を受けて、本事業

ではその機材の活用を図りつつ技術協力を行っている。 

Ⅱ．調査の概要 

調査期間：2004 年 11 月 21 日～12 月 9 日 調査種類：運営指導（中間評価）調査 

調査の目的 

① R/D、PDM、PO 等に基づきプロジェクト進捗状況を把握、評価する。 

② 詳細な活動計画を日中双方で確認し、今後の協力過程におけるプロジェクトの活動内容をよ

り適切なものとする。 

③ 実施体制の問題点を抽出し、必要な提言を行う。 

④ PDM 及び活動について、現状把握、評価を行い、プロジェクト進行状況を確認する。あわせ

て評価結果によっては、PDM の見直しを図る。 

⑤ プロジェクト終了後の自立発展性を視野に入れて、その方向性を確認する。なお、結果につ

いては日中合同評価報告書、改訂版 PO 及び PDM として取りまとめ、相手側と署名・交換を行う。

Ⅲ．評価結果の概要 

１．評価結果の要約（5 項目評価） 

 (1) 効率性 

 高度処理浄化槽の据え付け工事計画と湖内湖建設計画の具体化の遅れから、初めの 2 年間に

は具体的な成果があがっていない。現在、進められている事業で主要な成果が出てくるのは、

これからである。したがって、現時点では効率性（投入当たりの成果）は低いが、成果が出て

くるための基礎はつくられつつあり、今後改善される見込みである。 

 (2) 有効性 

 進捗状況にかなりの遅れがあるものの、関係者の努力によって良い方向に進んでおり、更な

る継続的な努力によって、プロジェクト終了時にはプロジェクト目標はおおむね達成される見

込みである。また、プロジェクト目標達成のための相乗効果が発揮されるように、コミュニケ

ーションを促進することにより、プロジェクトの成果間の連関を図るべきである。 

 (3) 妥当性 

 対象地域における対策技術の普及状況にかんがみ、プロジェクト内容の見直しを行ったもの

の、プロジェクト目標自体は、おおむね妥当である。 

 ただし、当初 R/D で記載されていた予算が、事業が動き出すとともに不足していることが明

らかとなり、当初の見積りに関する議論が不十分であったことが明らかとなった。 

 また、プロジェクト運営体制は、そもそも調整に工夫が必要な体制になっており、改善のた

めに日中双方の更なる努力が必要である。 



 (4) インパクト 

 高度処理浄化槽を含む小・中規模生活系排水処理技術を普及・促進するための施策が講じら

れれば、プロジェクトの成果が上位目標達成に結びついていくことが期待される。 

 生態工学浄化技術分野は、日本側が経験を踏まえて提供する設計の指針が活用されれば、よ

り効果的な技術となることが期待できる。 

 マイクロコズムは、適正な研究計画に基づき、装置の活用方策を工夫できるようになれば、

富栄養化メカニズムの解析のための様々な研究活動が行われることが期待できる。 

 (5) 自立発展性 

 高度処理型浄化槽が市場に普及し、富栄養化防止対策に効果を発揮するためには、窒素・リ

ンの流入を規制するための政策的イニシアティブと国産化の技術開発が不可欠である。 

 生態工学浄化技術分野は、既に中国で急速に展開しつつあり、日本の技術支援を得て更なる

発展が期待される。 

 マイクロコズムは、中国側でそれを使った基礎研究を継続発展させていくことが期待される。

 

２．結論と提言 

 本プロジェクトは、当初、関係者間の認識の違い、日本人専門家と中国側 C/P のコミュニケーシ

ョンの不足などの要因、また 2003 年の SARS の問題などで、進展に遅れを生じた。しかしながらそ

の後、中日双方の関係者の努力により、現在ではおおむね順調に進展している。 

 このような現在の事業の進展を更に強化し、プロジェクト期間内で当初の目的を達成するために、

評価団は以下の提言を行うものである。 

 (1) 当プロジェクトのデザインは、中国側の実施機関がたくさんあり、また空間的にも離れて位

置することから、それら機関の間の調整に多大の努力を要するものである。このため、これま

でのプロジェクトの実施においても、このような調整が必ずしも適切に機能していない場合も

あった。このようなデザインは、太湖の水質浄化という大きな課題に取り組むためにはこれら

関係機関の連携が不可欠との認識から始まったものである。したがって、プロジェクトが当初

の目標を達成するためには、今後、一元的な管理・調整の強化と、関係機関の間の交流と相互

理解の促進が必要である。 

 (2) 高度処理浄化槽の普及を可能にするためには、太湖流域の自然、社会、経済状況への適合性

の検討を進める必要がある。このために、今後プロジェクトの範囲内でこのような実用化研究

を検討することが望ましい。 

 (3) 性能評価の方法の確立については、高度処理浄化槽性能評価装置の供与につき現在も協議中

であるが、これが供与され適切に活用されるためには、プロジェクト期間内の活用の計画を早

急に作成する必要がある。 

 (4) マイクロコズムに関しては、装置の運転技術に関する研修も実施され、その活用の準備も整

ったことから、適正な研究計画に基づき、装置の活用方策を工夫して策定し、速やかに実施す

べきである。 

 (5) 生態工学浄化技術分野においては、計画された人と情報の交流に一層努めるとともに、セミ

ナーなどの開催により、そのような交流の成果を広く知らしめることが重要である。 

 (6) 普及分野においては、プロジェクト後の実際の普及活動を想定したケーススタディを行い、

普及の方法に関する検討を、関係機関の間で行うことが重要である。 



 (7) プロジェクトにおいて開発・移転された技術や供与が協議中である性能評価装置が将来中国

国内において普及、活用されるためには、排出基準の策定等、公的機関による適切な政策、制

度の導入が不可欠である。これら政策・制度の整備には時間が必要であり、プロジェクト期間

内にそれを実施することは困難と考えられるが、プロジェクトの長期目標達成のためには、不

可欠の要素であると考えられることから、中国側の前向きの対処を要望する。 

 (8) PDM に関しては、現在のプロジェクトの実態にあわせ、付属資料１．付表７．のように変更

すべきである。 

 



 

 
無錫における本プロジェクトの高度処理浄化槽実験施設。6 種 12 基ある。 

 

 
本プロジェクトのマイクロコズム施設（北京の環境科学研究院にて） 

 



 
浄化槽メーカーの視察（宜興市）。鉄板による浄化槽が量産されている。 

 

 
無錫市のホテル付属の浄化施設 

 

 
太湖では国家プロジェクトとして、生態工学浄化技術の実証試験が進められている。 



 
植生水路の視察。ここは日本に留学した李先寧博士（南京の東南大学）が指導している。 

 

 
太湖三白の 1 つである白魚。水質汚染により太湖の魚の種類と量が減ってきている。 

 

 
環境の違法な汚染に関する取り締まりは年々厳しくなってきている。（無錫市環境保全局にて） 



 

 
南京の江蘇省環境科学研究院におけるプロジェクト活動検討会 

 

 
国家環境保護総局での会合 

（後列右から 3 人目が張磊外事管理処長、1 人目が王燕清二国間協力処日本担当） 



 
 
 
 

 
 

プロジェクトサイトと関係機関の位置図 
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第１章 運営指導調査（中間評価）の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 １－１－１ プロジェクトの背景と内容 

 中華人民共和国（以下、「中国」）においては経済発展に伴い河川、湖沼、内湾の水質悪化が進行

しており、対策の推進が急務となっている。特に太湖（江蘇省南京の南東約 200km）は、周辺地域

住民約 3,300 万人にとって貴重な水供給源であり、また年間数百万人の観光客を有する貴重な観光

資源でもあるが、周辺に点在する集落・ホテルからの生活排水が十分処理されないまま流入してい

るため、この 10 年間で汚染濃度が約 2 倍に上昇するなど水質の悪化が深刻化している。こうした生

活系排水を処理するためには、分散型高度処理浄化槽を設置するとともに、水生植物の自然浄化能

力を強化した生態工学浄化技術を併用することが有効であるが、中国においてはこのいずれについ

ても手法が確立していない。 

 中国政府はこのような現状にかんがみ、国家 5 か年計画において太湖の水質改善を重要課題とす

る一方、2000 年 2 月の日中韓三環境大臣会合においても具体的な対策の必要性を訴えるなど、危機

意識を強めている。そこで、太湖をモデルとして分散した発生源からの生活系排水対策を研究開発

するために、この分野において先進的な技術と知見を有する我が国に対して、中国政府から技術協

力の要請がなされたものである。 

 事業概要は次のとおり。 

 

プロジェクト名 中国太湖環境修復モデルプロジェクト 

相手国 中華人民共和国 

協力期間（R/D） 2001 年 5 月 15 日から 5年間 

相手国実施機関 国家環境保護総局 

中国環境科学研究院 

江蘇省太湖プロジェクト推進室 

上位目標 開発された湖沼水環境修復技術が適用されることにより太湖への窒素、リン

の流入負荷が削減される。 

プロジェクト目標 太湖流域の分散発生源からの生活排水処理のために、対象地域の自然・社

会・経済状況に適合しかつ活用・普及可能な対策技術が研究開発され、対象

地域の社会に認知される。 

成 果 1.分散型生活系排水のために高度処理浄化槽の実用化技術が開発される。 

2.分散型生活系排水に有効な生態工学浄化技術の活用に向けた情報が整理

される。 

3.アオコ発生・抑制のメカニズム把握に資する実験で研究成果が得られる。

4.開発された有効な実用技術が対象社会のなかに認知され、普及条件が満足

される。 
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投入（調査時点

2004 年 11 月） 

中国側 

 カウンターパートの配置 

 委員会・定例会議 

（合同調整委員会、運営委員会、ワーキングループ定例会議） 

 運営経費 年間 80 万元 

 施設設備 研究実験地・実験室（必要な電力容量）、専門家執務室、太湖

プロジェクト推進室、会議室 

 その他 通訳、事務要員の配置 

日本側 

 長期専門家 2～4 名 

 短期専門家 年間 6 ～ 15 名 

 研修員受入れ 年間 2 ～ 6 名 

 機材供与 プロジェクトに必要な適正数量 

 

 １－１－２ 調査の目的 

 今般、プロジェクトが開始されてから 3 年半が経過していることから、JICA事業評価ガイドライ

ンにより計画達成度（投入実績、活動状況、成果達成状況、プロジェクト目標達成の見込み）を把

握し、日本側の調査団と中国側からの評価メンバーと合同で評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性）の観点から分析、評価を行うとともに、評価結果に基づいて残されたプ

ロジェクト期間の運営について指導・提言を行うことを目的としている。 

 

１－２ 評価者の構成 

（日本側評価調査団） 

1 堀 正彦 団長／総括 (独)JICA 地球環境部技術審議役 

2 田中 秀穂 閉鎖系水域環境管理 環境省地球環境局環境保全対策課環

境協力室 環境協力専門官 

3 稲森 悠平 高度処理浄化槽技術／

マイクロコズム技術 

(独)国立環境研究所バイオエコエン

ジニアリング研究室 室長 

4 鎌田 陽司 評価分析 (有)アイエムジー パートナー 

5 柿岡 直樹 協力企画 (独)JICA 地球環境部第２グループ 

公害対策第２チーム 

（中国側評価調査団） 

1 欧陽 訥 団長／総括 中日友好環境保護センター 総工程師 

2 陸 衛軍 江蘇省・無錫市活動部門 江蘇省環境経済技術国際協力センター 

副主任 
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１－３ 派遣日程 

日順 月日 時刻 日本側評価団 中国側評価団 滞在先

1 11 月 21 日 
（日） 

 ・鎌田団員移動（日本→上海→無錫）  無錫

2 
 

4 

11 月 22 日 
～24 日 

（月～水） 

 
 
 

・プロジェクト専門家と調査方針打合せ 
・アンケート集計 
・聞き取り調査、成果品確認 

 無錫

5 11 月 25 日 
（木） 

 ・移動（無錫→北京） 
・環境科学研究院表敬 
・各種調査 

 北京

6 11 月 26 日 
（金） 

 ・各種調査  北京

7 11 月 27 日 
（土） 

 ・PDM 指標等確認見直し 
・仮評価表修正 

 北京

8 11 月 28 日 
（日） 

 ・堀団長、柿岡団員移動（日本→北京）
・団内打合せ 

 北京

9 11 月 29 日 
（月） 

08:00 
09:00 
10:30 
13:30 

 
16:00 
17:00 

・団内打合せ 
・日本大使館表敬 
・JICA 事務所訪問 
・環境科学研究院（中間評価についての
協議） 

・同上（マイクロコズム見学） 
・同上（生態工学分野、マイクロコズム
分野活動検討会） 

 
 
 
・欧陽団長環境科学院

における協議・活動
検討会に参加 

北京

10 11 月 30 日 
（火） 

09:00 
13:45 
16:00 

・環境科学研究院：浄化槽分野活動検討
会 

・移動（北京→無錫） 
・プロジェクトサイト見学 

無錫

11 12 月 1 日 
（水） 

08:30 
09:30 
14:00 
15:00 

・無錫市環境保護局表敬 
・活動検討会 
・太湖視察 
・団内打合せ、書類作成 

・陸衛軍団員環境保護
局活動検討会に参
加 

無錫

12 12 月 2 日 
（木） 

09:00 
12:00 
15:30 

・浄化槽メーカー視察 
・PM 移動（無錫→南京） 
・江蘇省環境保護庁表敬 

 南京

13 12 月 3 日 
（金） 

09:00 ・江蘇省環境保護庁：浄化槽・生態工学・
普及分野活動検討会 

 南京

14 12 月 4 日 
（土） 

15:15 ・移動（南京→北京） 
・稲森団員参団 
・団内打合せ 

 北京

15 12 月 5 日 
（日） 

09:00 
14:00 

・団内打合せ 
・M/M 案作成 

 北京

16 12 月 6 日 
（月） 

09:00 
11:00 
13:30 

・国家環境保護総局表敬 
・JICA事務所打合せ、M/M案作成 
・合同評価委員打合せ 
・田中団員参団（12/8午前まで） 

 
 
・同左 

北京

17 12 月 7 日 
（火） 

09:00 
13:00 

・合同評価委員会 
・合同調整委員会 

・同左 
・同左 

北京

18 12 月 8 日 
（水） 

09:00 
13:30 
15:00 
18:00 

・合同調整委員会 
・在中国日本国大使館報告 
・JICA 中国事務所報告 
・議事録署名 

 北京

19 12 月 9 日 
（木） 

08:30 ・AM 移動（北京→日本）  - 

～ 
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１－４ 主要面談者 

 (1) 中華人民共和国側 

  1) 国家環境保護総局（SEPA） 

    張 磊 国際合作司二国間協力処 処長 

    王燕清 国際合作司二国間協力処 

  2) 中国環境科学研究院 

    孟 偉 院 長 

    金相燦 水環境研究所 所長 

  3) 江蘇省 

    朱鉄軍 江蘇省環境保護庁 副庁官 

    張利民 江蘇省環境科学研究院 院長 

  4) 無錫市 

    顧 崗 無錫市環境保護局 副局長 

  5) 日中友好環境保全センター 

    欧陽訥 日中友好環境保全センター 総工程師 

 

 (2) 日本側 

  1) 在中華人民共和国日本国大使館 

    遠藤 和也 一等書記官 

    八尾 光洋 二等書記官 

  2) 専門家 

    江角 比出郎 リーダー 

    岡田 美和 調整員 

    下高原 博美 高度処理浄化槽専門家 

  3) JICA 中華人民共和国事務所 

    木村 信雄 所 長 

    加藤 俊伸 次 長 

    國武 大紀 所 員 

 

１－５ 評価項目・評価手法 

 評価は、2004 年 3 月の運営指導調査により議論され、2004 年 5 月の第 6 回合同調整委員会により承

認された PDM、PO に基づき行うこととした。中間評価の結果、必要に応じ新規 PDM、PO についての提

案を行うこととした。 

 

 １－５－１ 評価方針 

 プロジェクトの計画概要表（PDM）を使って、プロジェクトの「実績」「プロセス」を確認したう

えで、5 つの視点（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）から複眼的にプロジェク

トの進捗状況を判断し、プロジェクトの効果発現・阻害要因を分析することを目的に評価を行うこ

とを評価方針とした。また、当評価は中間評価であり、現時点におけるプロジェクトの軌道修正の

必要性・プロジェクトに関する提言を行うことを目的としている。 
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妥当性： プロジェクト目標と上位目標が中国政府の政策や受益者のニーズと合致し、かつ上位

目標、プロジェクト目標、成果及び投入の相互関連性に整合性がとれているかを評価

する。 

有効性： プロジェクトの実施により本当にターゲットグループへ便益がもたらされているか

（又は、もたらせられるか）を検討し、当該プロジェクトが有効であるかを判断する。

成果及びプロジェクト目標の評価時点での達成状況及び将来達成する見込みを評価

する。 

効率性： 投入の時期、質及び量等により、成果にどう影響を与えたかを評価する。 

インパクト： プロジェクトを実施することによる正・負の効果を評価する。意図したもの、意図し

なかったものを含む。PDM の上位目標はインパクトのうち、意図した正の効果ととら

える。 

自立発展性： 制度的側面、財政的側面及び技術的側面から、協力終了後もプロジェクト活動が継続

又は発展する見込みがあるかどうかを評価する。 

 

 １－５－２ 評価方法 

 これまでプロジェクトが作成した報告書、ニュースレター、モニタリング報告書、合同調整委員

会議事録等をレビューし、調査項目、調査方法を含めて、評価グリッドを作成のうえ、日本人専門

家及びカウンターパート（C/P）へ質問票を送付した。現地では、日本人専門家及び中国側 C/P への

質問票の回収及び聞き取り、事業サイトの調査を行い、中国側の評価調査団とともに、相互に意見

を交換し、合同評価結果を取りまとめた。 

 さらに各評価団員の調査結果、評価結果、提言を加え、取りまとめた合同評価団の評価結果を示

すこととした。その提言のなかで、現在のプロジェクト概要をより適切に示すための、PDM、PO の

変更についての提言も行った。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 
２－１ 投入実績 
 投入の実績の詳細については、付属資料１. 別添１. 合同評価報告書の付表１.～付表３.を参照のこ

と。 
 
２－２ 活動実績 
 様々な問題の解決のために、活動の遅れが出ているが、最近は日中双方の努力により活動が進捗し

ている。 
 遅れた直接の原因は、高度処理浄化槽の設置方法（半地下か全地下か）や生態工学浄化技術の植生

水路の設計において意見が分かれ、着工が遅れたり、活動内容の大幅な変更をすることになったこと、

SARS の発生によって事業が一時期中断したこと、活動全般にわたって関係者間の調整に時間がかかっ

ていることなどである。 
 活動実績の詳細については、付属資料１. 別添１. 合同評価報告書の付表８.～付表９. を参照のこ

と。 
 
２－３ 成果達成状況 
 成果達成状況は「３－３ 分野別評価」及び付属資料１. 別添１. 合同評価報告書を参照のこと。 
 
２－４ プロジェクト実施体制 
 C/P が所属する機関が、北京の中国政府、南京の江蘇省政府、無錫市政府の元にあり、しかも行政

部門（その中の国際協力部門）、研究機関、監測センターにまたがっていて、３都市×３層の複雑な構

造になっている。そのうち、実際に C/P 機関として関与しているのは７つの機関である。地方の機関

は、行政部門を除き、中央の機関とは縦系列になっておらず、それぞれ独立した立場をもっている。 

 また、専門家が滞在し活動している無錫市には無錫の C/P しかおらず、北京や南京とは距離的に大

きく離れており、情報の共有やコミュニケーション、合意形成、意思決定が困難な状況である。 

 さらには、活動にはかなり内容や対象が異なる４分野が含まれており、それぞれの分野における調

整が必要である。 

 高度処理浄化槽の維持管理と水質分析は無錫、技術ガイドライン作成は南京、高度処理浄化槽性能

評価装置は北京、生態工学浄化技術は北京、マイクロコズムは北京というように、分野や活動ごとに

役割分担がされているが、相互の有機的連携が不十分である。高度処理浄化槽分野は C/P の定例会議

が開催されているが、そのほかの分野では定期的に行われていない。 

 このようななかで、必然的にコミュニケーション不足が起こり、又もともとのプロジェクト開始前

に活動の中身とその進め方に関する日中双方の検討と理解が不足していたことと相まって、合議がし

ばしばスムーズにいかない事態が生じ、活動の変更・縮小や遅れ、質の低下を招いている。 
 このプロジェクトのような複雑な組織体制を動かしていくためには、強力な調整機関が必要である。

PDM の前提条件として、日中友好環境保全センターが調整機能を果たすとなっているが、実際にはセ

ンターは中国環境科学研究院と並列関係にあり、また江蘇省環境保護庁へ調整をできる立場にもない

ので、中国側実施機関の調整は国家環境保護総局（SEPA）がより一層のイニシアティブをとることが

望まれる。 
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 また、R/D においてプロジェクトの推進・調整のために太湖プロジェクト推進室の設置が決められ、

南京にその本部が置かれているが、プロジェクトを更に円滑に進めるために機能強化が必要である。 

 プロジェクト対象地域にある無錫市は、高度処理浄化槽の維持管理と水質分析という重要な役割を

担っているので、プロジェクトの全体計画に関する意思決定に反映させることが必要である。 

 各分野の C/P の参加度に関しては、物理的な距離、C/P は日常職務を抱えているため専従できない

こと、中国側の予算が限られていることなどの問題点があるなかで、最近かなり改善されつつある。 

 今後は各実施機関の長並びに取りまとめ役の SEPA の更なるリーダーシップを期待しつつ、C/P の一

層の参加が望まれる。 
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第３章 評価結果 
 
３－１ 評価結果の総括 
 本プロジェクトは、当初、関係者間の認識の違い、日本人専門家と中国側 C/P のコミュニケーショ

ンの不足などの要因、また 2003 年の SARS の問題などで、進展に遅れを生じた。しかしながらその後、

中日双方の関係者の努力により、現在ではおおむね順調に進展している。 

 このような現在の事業の進展を更に強化し、プロジェクト期間内で当初の目的を達成するために、

評価団は以下の提言を行うものである。 

 
１．当プロジェクトのデザインは、中国側の実施機関がたくさんあり、また空間的にも離れて位置

することから、それら機関の間の調整に多大の努力を要するものである。このため、これまで

のプロジェクトの実施においても、このような調整が必ずしも適切に機能していない場合もあ

った。このようなデザインは、太湖の水質浄化という大きな課題に取り組むためにはこれら関

係機関の連携が不可欠との認識から始まったものである。したがって、プロジェクトが当初の

目標を達成するためには、今後、一元的な管理・調整の強化と、関係機関の間の交流と相互理

解の促進が必要である。 

２．高度処理浄化槽の普及を可能にするためには、太湖流域の自然、社会、経済状況への適合性の

検討を進める必要がある。このために、今後プロジェクトの範囲内でこのような実用化研究を

検討することが望ましい。 

３．性能評価の方法の確立については、高度処理浄化槽性能評価装置の供与につき現在も協議中で

あるが、これが供与され適切に活用されるためには、プロジェクト期間内の活用の計画を早急

に作成する必要がある。 

４．マイクロコズムに関しては、装置の運転技術に関する研修も実施され、その活用の準備も整っ

たことから、適正な研究計画に基づき、装置の活用方策を工夫して策定し、速やかに実施すべ

きである。 

５．生態工学浄化技術分野においては、計画された人と情報の交流に一層努めるとともに、セミナ

ーなどの開催により、そのような交流の成果を広く知らしめることが重要である。 

６．普及分野においては、プロジェクト後の実際の普及活動を想定したケーススタディを行い、普

及の方法に関する検討を、関係機関の間で行うことが重要である。 

７．プロジェクトにおいて開発・移転された技術や供与が協議中である性能評価装置が将来中国国

内において普及、活用されるためには、排出基準の策定等、公的機関による適切な政策、制度

の導入が不可欠である。これら政策・制度の整備には時間が必要であり、プロジェクト期間内

にそれを実施することは困難と考えられるが、プロジェクトの長期目標達成のためには、不可

欠の要素であると考えられることから、中国側の前向きの対処を要望する。 

８．PDM に関しては、現在のプロジェクトの実態にあわせ、別紙（付属資料１.別添１.合同評価報

告書付表７.参照）のように変更すべきである。 
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３－２ 評価 5 項目による分析 

 評価 5 項目の観点からの評価結果の概要は以下のとおりである。詳細は、付属資料１．別添１．合

同評価報告書を参照のこと。 

 

 (1) 妥当性 

 対象地域における対策技術の普及状況にかんがみ、プロジェクト内容の見直しを行ったものの、

プロジェクト目標自体は、おおむね妥当である。 

 ただし、当初 R/D で記載されていた予算が、事業が動き出すとともに不足していることが明ら

かとなり、当初の見積りに関する議論が不十分であったことが明らかとなった。 

 また、プロジェクト運営体制は、そもそも調整に工夫が必要な体制になっており、改善のため

に日中双方の更なる努力が必要である。 

 

 (2) 有効性 

 進捗状況にかなりの遅れがあるものの、関係者の努力によって良い方向に進んでおり、更なる

継続的な努力によって、プロジェクト終了時にはプロジェクト目標はおおむね達成される見込み

である。また、プロジェクト目標達成のための相乗効果が発揮されるように、コミュニケーショ

ンを促進することにより、プロジェクトの成果間の連関を図るべきである。 

 

 (3) 効率性 

 高度処理浄化槽の据え付け工事計画と湖内湖建設計画の具体化の遅れから、初めの 2 年間には

具体的な成果があがっていない。現在、進められている事業で主要な成果が出てくるのは、これ

からである。したがって、現時点では効率性（投入当たりの成果）は低いが、成果が出てくるた

めの基礎はつくられつつあり、今後改善される見込みである。 

 

 (4) インパクト 

 高度処理浄化槽を含む小・中規模生活系排水処理技術を普及・促進するための施策が講じられ

れば、プロジェクトの成果が上位目標達成に結びついていくことが期待される。 

 生態工学浄化技術分野は、日本側が経験を踏まえて提供する設計の指針が活用されれば、より

効果的な技術となることが期待できる。 

 マイクロコズムは、適正な研究計画に基づき、装置の活用方策を工夫できるようになれば、富

栄養化メカニズムの解析のための様々な研究活動が行われることが期待できる。 

 

 (5) 自立発展性 

 高度処理型浄化槽が市場に普及し、富栄養化防止対策に効果を発揮するためには、窒素・リン

の流入を規制するための政策的イニシアティブと国産化の技術開発が不可欠である。 

 生態工学浄化技術分野は、既に中国で急速に展開しつつあり、日本の技術支援を得て更なる発

展が期待される。 

 マイクロコズムは、中国側でそれを使った基礎研究を継続発展させていくことが期待される。 
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３－３ 分野別評価 
 (1) 高度処理浄化槽分野 

  ○ プロジェクト進捗状況： 

 2004 年 5 月に太湖実験サイト開所式が行われ、2004 年 11 月より実証試験を開始した。技術

ガイドラインは目次案が作成済みである。 

  ○ 課題： 

 実証試験に関して、以下の 2 点が課題となっている。 

① 水質分析の精度に課題があり、まだ正確な実証試験評価手法が確立されていない。 

② 供与した 12 基の高度処理浄化槽の維持管理費・分析費が限られている。 

 また、実証試験を実施している太湖（無錫）、技術ガイドライン作成の中心となる江蘇省（南

京）、高度処理浄化槽の特性評価試験装置による性能解析・評価の中心となる北京の３か所で１

つの成果をめざしていることもあり、特にこの分野において、情報共有の迅速化を必要として

いる。 

  ○ 今後の対応： 

① 技術ガイドライン作成を鋭意に推し進める。 

② 実証試験の課題２点について、日中双方の協議を継続して行い、早期の問題解決を図る。 

③ 高度処理浄化槽の普及を可能にするためには、太湖流域の自然、社会、経済状況への適合

性の検討を進める必要があり、今後、プロジェクト期間内で可能な協力内容を見極めるため

の具体的な協議を行う。 

④ 性能評価の方法の確立については、高度処理浄化槽の性能評価装置の供与につき現在も協

議中であるが、これが供与され適切に活用されるためには、プロジェクト期間内の活用の具

体的な計画を早急に作成する必要がある。 

 

 (2) 生態工学浄化技術分野 

  ○ プロジェクト進捗状況： 

 植物を使った水質浄化技術である植生水路は、中国でも日本と類似の技術が広く行われてお

り、湖内湖浄化技術はかつて埋め立てた湖沼水面の現状復帰を進めている中国の管理方針に反

していることが分かったことから、新たな施設建設を行うことは取りやめ、情報と人の交流を

行うこととした。2004 年 10 月には、専門家の派遣を通じて日中間の生態工学浄化技術の情報

整理を実施した。 

  ○ 今後の対応： 

 計画された人と情報の交流に一層努めるとともに、セミナーなどの開催により、そのような

交流の成果を広く知らしめることとする。具体的には、2005 年 8～9 月に開催予定であるシン

ポジウムの準備を進めることとする。 

 
 (3) マイクロコズム（富栄養化模擬実験装置）分野 

  ○ プロジェクト進捗状況：  
 C/P１名は日本の(独)国立環境研究所においてマイクロコズムを用いた研修を実施済みであ

り、残る１名が 2005 年 2 月まで研修中である。 
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  ○ 課題： 

 製作の過程に問題があり、現在は限られた条件下での実験しかできない。 

  ○ 今後の対応： 

 日本での研修成果を生かし、適正な研究計画に基づき、装置の活用方策を工夫して策定し、

論文作成に向けて研究活動を実施する必要がある。 

 

 (4) 普及活動分野 

  ○ プロジェクト進捗状況： 

 2004 年 11 月には流域管理をテーマとしたセミナーを開催し、約 100 名の参加者を集めた。

生活系排水対策をテーマとした VCD を製作し、セミナー等で配布するとともに、ホームページ

やパンフレットを通じて啓発活動を行っており、認知は広がりつつある。また、関係者へのニ

ュースレターが 2003 年 9 月から今までに 10 回発行されている。 

  ○ 課題： 

 活動 4.2「開発された技術の選定されたモデル区域での実用化計画案作成」の活動に着手す

る必要がある。 

  ○ 今後の対応： 

 今までの活動を継続するとともに、上記「モデル区域での実用化計画作成」の活動を行うた

めにも、プロジェクト期間内で可能な範囲において、普及に関するケーススタディを実施する

ことが必要である。 
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第４章 技術的所見 
 
(1) 田中団員 

 日程の関係で 12 月 6 日午後の調査団報告書作成の議論、7 日及び 8 日午前の合同調整委員会の議論

のみに参加した。 

 

 １．生態工学浄化技術 

 前回の運営指導調査団の折、生態工学浄化技術の研究開発については、PDM から削除し、情報と

人の交流を中心に行うこととした。 

 この分野については、来秋シンポジウムを開催する予定であり、中国で独自に行われている関連

する実験の成果や日本におけるこれまでの研究成果が現地に紹介されることで、十分意味のあるコ

ンポーネントになるものと期待される。 

 

 ２．対策技術の普及活動 

 この活動では、３つの項目、①関係機関・関係者への技術紹介及び本件プロジェクト関連事項の

環境教育、②開発された技術の選定されたモデル区域での実用化計画作成、③太湖水環境修復のた

めの関連プロジェクト・調査・研究とのかかわりと調整に関する検討と提案、が PDM に示されてい

る。 

 このうち、①のセミナーの開催に関しては、環境科学研究院孟院長からも、これまで開催したセ

ミナーの内容が非常に良かったとの評価が示された。 

 ②については、対処方針会議において江角リーダーより本格的に実施するには、人と時間が十分

ではないとの懸念が示されたが、最終的に一部の地域を抽出して、ケーススタディとして実施する

ことで、日中双方が合意した。 

 今回のプロジェクトでは、高度処理浄化槽についての技術移転が中心に行われてきたが、実際に

対策を推進するにあたっては、下水道が適した地域、中規模の処理システムが適した地域、浄化槽

が適した地域などに分類し、それらを組み合わせて、効率的、効果的な計画を作成することが重要

と思われる。こうした施策への反映に向けた基本的な考え方を中国側に伝えるためにも、このケー

ススタディの実施は重要と考えられる。 

 ③については、①、②の活動を進めるなかで必要になってくるものと考えられる。 

 

 ３．全体的な感想 

 今回の調査団で最大の課題は、前回の運営指導調査団以来、懸案となっていた浄化槽の機能評価

装置の取り扱いをどうするかということであった。この点についての詳細は、他の調査団員の報告

に委ねるが、個人的には条件を付して供与の方向を日本側が示したことで、日中双方の合意が得ら

れたことを評価したい。しかしながら、残されたプロジェクト期間が大変限られるなかで、機能評

価装置を供与するについては、施工監理をはじめ、種々のところで問題が発生する可能性があり、

関係者が一層連携・協力して取り組む必要がある。JICA として、この課題に限った WG の設置を是

非とも検討していただきたい。 

 この間の日中双方の議論のなかで、中国国家環境保護総局（SEPA）による浄化槽の普及施策の必

要性が強調されたことは、非常に意味のあることだと考える。本プロジェクトは、これまで高度処
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理浄化槽の技術移転やマイクロコズムによる富栄養化メカニズムの解析など技術面のみが強調され

てきた。しかしながら、プロジェクト実施後の自立・発展性を考えるとき、SEPA の普及施策は不可

欠であり、浄化槽機能評価装置の導入の議論のなかで中国側がこの問題について認識したことは、

望外の成果と考える。最終的なレコメンデーションにあたっても、是非この点は強調していただき

たい。 

 最後にこのプロジェクトが当初大変複雑な構造で開始され、その点が専門家を悩ましたものと思

われるが、現時点では、以下のような関係に徐々に整理されてきているように感じる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 太湖水環境修復プロジェクトの全体イメージ 

 
(2) 稲森団員 

 １．合同評価調査団の重要な目的 

 日本側調査団と中華人民共和国側調査団の両者において作成された合同評価報告書を基に、日中

合同調整委員会が開催された。本調査団の大きな目的は、懸案となっていた高度処理浄化槽性能評

価装置の機材導入について結論に導く適正な方向性を構築するための情報収集、及びマイクロコズ

ムの適正な運用のあり方についての意見交換、及び北京の中国国家環境保護総局、中国環境科学研

究院、南京の江蘇省環境科学研究院、無錫市の無錫市環境科学研究所等の有機的連携が図れるよう

な体制の構築等であった。この本評価調査団においては、プロジェクトの適正な進捗がなされるよ

う前向きの議論がなされた。特に、高度処理浄化槽、及びマイクロコズム等に関する所感は以下に

述べるとおりである。 

 

政策オプションの提示 

・高度処理浄化槽の

 実用化技術開発 
  【技術移転】 

・マイクロコズム 
 による解析評価 
【メカニズムの研究】 

・生態工学浄化技術の情報整理

・対策技術の普及活動 
   【普及活動】 

・浄化槽の機能評価 
・実用化計画作成 
 【政策への反映】 

ガイドラインの作成 アオコ発生抑

制メカニズム

必要とされる窒素、リン除去能力

分散型生活系排

水の排出負荷特

性の評価解析
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 ２．高度処理浄化槽にかかわる評価 

 高度処理浄化槽性能評価槽試験装置の供与に対し、日本側より事前に①性能評価試験装置を使い

評価する高度処理浄化槽が中国側で製造できるのか、また、②他のプロジェクト活動に影響を及ぼ

すことなく当性能評価試験装置の運転・維持管理が可能な予算を中国側で確保できるのかを確認す

る必要があるとの指摘がなされていた。この確認のための具体的事項としては、①性能評価試験の

対象となる高度処理浄化槽の具体的な試験計画、②性能評価試験装置、マイクロコズム、無錫に設

置された高度処理浄化槽の運転維持管理経費等、中国側で負担すべき予算の具体策に分けられる。 

 

  1) 性能評価試験の対象となる高度処理浄化槽の具体的な試験計画 

   ａ）高度処理浄化槽の種類と仕様 

 高度処理浄化槽としては、①流量調整型嫌気濾床・生物濾過循環法＋鉄電解脱燐システム、

②嫌気濾床・接触曝気循環法＋鉄電解脱燐システム及び③流量調整型嫌気・好気鉄塩添加間

欠曝気活性汚泥システム等を試験の対象とするという計画が述べられた。 

 上記①については、10 人槽 FRP 製、処理性能は目標水質として BOD10mg/l 以下、T-N10mg/l

以下、T-P1mg/l 以下である。本装置は、中国環境科学研究院の浄化槽試験基地に設置されて

いる BOD10mg/l 以下、T-N10mg/l 以下の FRP 製浄化槽の２基のうちの１基に鉄電解脱燐装置

を付設し改造して用いるという計画が述べられた。 

 また、②については、10 人槽 FRP 製、処理性能は目標水質として上記と同等である。本装

置は、①と同様に浄化槽試験基地に設置されている BOD20mg/l 以下、T-N20mg/l 以下（帰国

後の調査により確認）の FRP 製浄化槽に鉄電解脱燐装置を付設し改造して用いるという計画

が述べられた。 

 さらに、③については、中国環境科学研究院が新たに試作する鉄製等から成るものであり、

処理性能は目標水質として BOD10mg/l 以下、T-N10mg/l 以下、T-P1mg/l 以下である。本装置

は、流量調整槽、間欠曝気活性汚泥槽、沈殿槽、汚泥濃縮貯留槽から成る。間欠曝気槽はタ

イマーにより曝気（BOD 除去、NH4-N の NO2・NO3-N への硝酸化）、非曝気（NO2・NO3-N の N2ガ

スへの脱窒）をサイクリックに繰り返すようにするという計画が述べられた。これらの計画

は妥当であるといえる。 

 

   ｂ）高度処理浄化槽開発の製造元 

 高度処理浄化槽としてプロジェクト期間中で活用するタイプは、中国環境科学研究院で改

造及び試作を行うという計画が述べられた。しかし、プロジェクト終了後のことも考慮して、

中国国家環境保護総局の指導の下に、中国環境科学研究院、江蘇省環境科学研究院、上海交

通大学、民間等から成る高度処理浄化槽開発のための構造・維持管理等評価検討委員会を設

立して、民間企業における設計・製造等に関する指導等の技術交換等が行えるようにするよ

うな体制づくりが重要であるといえる。 

 

   ｃ）高度処理浄化槽の試験台数 

 高度処理浄化槽の性能評価試験には、上記ａ）で示した３方式を用いるとの計画が述べら

れた。しかし、これ以外に、現在販売されている中国型の BOD 除去方式浄化槽等を購入して、

現状の浄化槽の性能、機能、維持管理性の評価を行い、JICA 太湖水環境修復モデルプロジェ
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クトの目標とする、BOD、窒素、リンの除去可能な高度処理浄化槽の意義、重要性を行政、民

間企業等に開示すること、また、無錫の供与機材を基にして技術ガイドラインの方向が確立

するなかで、現地化仕様ができしだい試作し、性能評価試験が行えるように努力すること、

水温条件、流入負荷条件（原水濃度、原水量）を変化させて性能評価を行うための性能評価

試験法のガイドラインを構築できるようにすることが重要といえる。プロジェクト期間内、

プロジェクト終了後の本性能評価試験装置の有効な活用が可能となるように、当初計画どお

りの 30 人槽程度の試験が可能な試験用浄化槽の 2 タイプが同時に性能評価できる（各室にお

いて、13℃、20～30℃のコントロールができる 2 室の恒温室から成る）性能評価試験装置を

用いて実施すると効果的であるといえる。 

 

   ｄ）試験用高度処理浄化槽の開発・製作・輸送に係る中国側予算 

 試験用高度処理浄化槽の開発・製作・輸送に係る中国側予算については、中国環境科学研

究院が全責任をもって対処するという計画が述べられた。これらの計画は妥当であり当然で

あるといえる。 

 

   ｅ）性能評価装置の付属装置としての分析機器 

 性能評価試験をプロジェクト期間中に効率的・効果的に推進するうえで水質性能、維持管

理指標〔汚泥生成能、pH（水素イオン濃度）、DO（溶存酸素濃度）、水温、ORP（酸化還元電位）

特性、BOD（生物化学的酸素要求量）、COD（化学的酸素要求量）、SS（浮遊物濃度）、窒素、リ

ン処理特性〕を把握するうえで、最低限必要な分析機器に関する計画が述べられた。これに

関しては、pH、DO、水温、ORP をモニタリング可能な計測機器、BOD、COD、SS、消毒後残留

塩素（帰国後の調査により確認）を計測できる機器、及び PO4
－3、NO3

－、NO2
－等の分析用の陰

イオン型イオンクロマトグラフ、NH4
＋等の分析用の陽イオン型イオンクロマトグラフのよう

な窒素、リンを自動計測できる装置があると効果的な試験が行えるといえる。 

 

  2) 性能評価試験装置を用いた具体的試験計画を効率的に進めるうえでの留意点 

ａ）性能評価試験のための業務においては、他のプロジェクト活動に影響を及ぼすことのない

新たな体制を構築し、効率的・効果的に推進可能なようにすることが必須といえる。 

ｂ）（独)国立環境研究所バイオ・エコエンジニアリング研究施設をモデルとして、日本側で設

計・製造が可能な限り短期間でなされ、作動状態（条件）が適正かを確認したうえで中国側

に機材供与がなされる必要があるといえる。 

ｃ）中国側では高度処理浄化槽性能評価試験装置の導入される建家の原水流入管、処理水排出

管、恒温室の断熱構造等にかかわる設計・整備がなされることになるため、可能な限り迅速

に情報を提供し、遅滞なく試験計画が実施できるように短期専門家派遣等により対応する必

要があるといえる。 

ｄ）高度処理浄化槽性能評価試験装置が中国環境科学研究院に供与されたあとに迅速に活用し、

成果を得るうえで、中国環境科学研究院の新たな体制構成要員となる研究者を、(独)国立環

境研究所バイオ・エコエンジニアリング研究施設で早急に研修を受けさせておくことが重要

であるといえる。 

ｅ）中国環境科学研究院に日本側から供与される機材導入にあたり、設置のための組み立て施
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工、試運転・総合管理のための短期専門家、性能評価装置の調整の完了後、適正な時期にお

ける短期専門家等の派遣の必要があるといえる。 

 

 ３．マイクロコズムにかかわる評価 

 マイクロコズムは、湖沼環境模擬シミュレーターであり、複雑な要因から構成され、解析・評価

の困難な実際の湖沼で富栄養化を引き起こす藍藻類の異常増殖・消滅機構を重要なパラメータを抽

出して要因解析する装置である。すなわち、富栄養化対策としての面源負荷源である窒素・リン負

荷をいかに削減できれば富栄養化防止が可能となるかをモデル解析し、対策の支援化技術の構築を

図るうえで重要な装置である。現在、日本の(独)国立環境研究所での研究成果を生かし、適正な研

究計画に基づき装置の活用方策を工夫して策定し、論文作成に向けての研究活動を実施する計画に

ある。具体的な研究計画としては、マイクロコズム内での①窒素・リン濃度を削減した場合の藍藻

類抑制能効果等を水温、光照度、窒素、リン濃度を変化させて解析・評価し、面源負荷対策への支

援化技術の確立化、②藻類捕食者動物としての原生動物、輪虫類・貧毛類・甲殻類等の微小後生動

物の定着能強化のためのフローティング水生植物浄化法の根圏を模したバイオ・モジュール導入の

効果、③藻類間の競争関係、藻類捕食者動物の導入による藻類消滅機構の解明に向けた検討を行う

こととしているということが述べられた。 

 なお、本装置の運転維持管理に要する費用は人工太陽、温度制御、人工培地作成用の薬品費、及

び計測・分析費用等から成るが、本マイクロコズムの研究開発については上記の計画にのっとり実

施し、運転維持管理費用は中国環境科学研究院が責任をもって対処することが必須であるし当然で

あるといえる。 

 

 ４．無錫に設置された高度処理浄化槽にかかわる評価 

 無錫に設置された高度処理浄化槽は、流量調整型嫌気濾床接触曝気方式（2 基、30 人槽）、流量調

整型嫌気濾床生物濾過方式（スポンジ充填 2 基、セラミックス充填 2 基の計 4 基、30 人槽）、流量

調整型膜分離嫌気好気活性汚泥方式（2 基、30 人槽）と流量調整型回分式嫌気・好気活性汚泥方式

（2 基、100 人槽）、流量調整型連続流入嫌気・好気間欠曝気活性汚泥方式（2 基、100 人槽）、の合

計 12 基である。下高原博美専門家の努力により、正常運転が可能な状況となっているが、これらの

高度処理浄化槽の運転に基づく成果を踏まえて、技術ガイドラインの構築を急ぐ必要があるといえ

る。また、これらの運転維持管理を行ううえでは、日常点検、定期点検、処理性能評価業務のため

の採水・分析（BOD、COD、T-N、T-P、透視度等）、汚泥の定期的引き抜き業務、及び情報交換のため

の通訳業務が必要であるということであるが、無錫に設置された高度処理浄化槽における運転維持

管理等の費用は江蘇省、無錫市が責任をもって対処するよう、中国国家環境保護総局の強い指導が

必要であるといえる。 

 

 ５．高度処理浄化槽の無錫の現場、北京の性能評価試験装置、及びマイクロコズムを用いた業務の

政策誘導への波及効果 

 中国では、第 11 次 5 か年計画の方向づくりがなされているが、マイクロコズムを用いた栄養化湖

沼としての太湖をはじめとする湖沼再生対策に、窒素、リンの負荷削減の重要性の方針づくり、及

び無錫の 12 基の高度処理浄化槽活用等に基づく技術ガイドライン及び高度処理浄化槽性能評価試

験装置の活用に基づく性能評価試験法のガイドラインが確立化できれば、面源負荷としての分散型
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の生活系排水対策の重要なシステムとしての高度処理浄化槽の政策への位置づけ（窒素、リン等の

排水基準、法体系への導入）、すなわち政策誘導のための強力なツールとなるといえる。 

 また、太湖水環境修復モデルプロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の活

動における１．高度処理浄化槽の実用化技術開発、２．生態工学技術の情報整理、３．マイクロコ

ズムによる解析評価・技術開発、４．対策技術の普及活動は本プロジェクトを成功させるうえでの

中核となるものである。特にこのなかで４．対策技術の普及活動 4.2 開発された技術（高度処理

浄化槽）の選定されたモデル地域での実用化計画作成において、まず無錫市をモデルとして高度処

理浄化槽を導入した場合の負荷削減効果、環境改善効果等を中国国家環境保護総局の強力な調整の

下に中国環境科学研究院が江蘇省、無錫市の実施主体と密接な連携、協力の下に解析・評価するこ

とにより、高度処理浄化槽の重要性を開示することが可能となり、中国国家環境保護総局の推進す

る面源負荷対策への政策誘導が可能になるといえる。JICA 太湖水環境修復モデルプロジェクト中間

評価調査団の最重要の指摘事項である 3 サイト（北京、南京、無錫）7 機関（中国国家環境保護総

局、中国環境科学研究院、江蘇省太湖プロジェクト推進室を構成する関係機関としての江蘇省環境

保護庁、江蘇省環境科学研究院、江蘇省環境監測ステーション、無錫市環境保護局、無錫市環境監

測ステーション）の有機的連携もこの高度処理浄化槽を中核として強いネットワークが構築できる

ものと強く期待できる。 

 

 ６．合同評価調査団員としての総括 

 本合同評価調査団における日本側、中国側との関係者による意見交換は、極めて意義深いもので

あった。中国側は、面源負荷としての分散型の生活系排水対策を高度効率的に推進することを念頭

に本プロジェクトの成功を祈っているし、中国側として成功に向けた最大限の努力をすることが身

をもって感じられた。このことは、中国国家環境保護総局、中国環境科学研究院、中国科学技術局

等の責任ある立場の方の意見からも裏づけられた。これらの情報・意見交換の結果から評価すると、

これまで懸案となっていた高度処理浄化槽性能評価装置については、早急に導入することが極めて

重要であるといえる。中国側のモチベーションを高めることにより本プロジェクトの前向きな実行

がなされ、成功へ向けた両国の願いが達成されるものと考えられる。（独）国立環境研究所としても、

本プロジェクトの成功のために最大限の努力をする所存である。 
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１．中国太湖水環境修復モデルプロジェクト第８回合同調整委員会議事録 

 別添１．合同評価報告書 

  付表１．専門家派遣実績 

  付表２．研修員受入実績 

  付表３．機材供与実績 

  付表４．カウンターパート配置実績 

  付表５．予算支出状況 

  付表６．PDM 

  付表７．PDM 修正（案） 

  付表８．PO 

  付表９．PO 修正（案） 

 別添２．修正 PDM（含むオリジナル PDM） 

 別添３．修正 PO 

 別添４．C/P 配置表 

 

２．（参考） 

 ２－１ 技術紹介・環境教育実施一覧 

 ２－２ 成果品リスト 

 ２－３ 高度浄化処理槽の技術的な内容に係る講義実績 

 

３．（参考）質問票回答  
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１．中国太湖水環境修復モデルプロジェクト第８回合同調整委員会議事録 

 別添１．合同評価報告書 

  付表１．専門家派遣実績 

  付表２．研修員受入実績 

  付表３．機材供与実績 

  付表４．カウンターパート配置実績 

  付表５．予算支出状況 

  付表６．PDM 

  付表７．PDM 修正（案） 

  付表８．PO 

  付表９．PO 修正（案） 

 別添２．修正ＰＤＭ（含むオリジナル PDM） 

 別添３．修正 PO 

 別添４．C/P 配置表 
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